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【参考】主な事業・取組

【主な事業・取組】 【内容】
・統一地方選挙の公正かつ円
滑な執行に向けた計画的かつ
着実な準備

・選挙への信頼確保に向けた
取組の推進

・開票の迅速化に向けた取組
の推進

・急施を要する選挙等につい
て公正かつ円滑に対応できる
体制の構築

⇒期日前投票･当日投票･開票
の円滑な執行に向けた施設や
人員の確保、受付システムの
準備、遺漏のない契約発注等
の着実な準備（10月～）

⇒投票用紙の誤交付など事務
処理ミスの防止を徹底（５月
～）
⇒投票受付時の本人確認方法
の見直しに向けた検討（４月
～）

⇒より実践的なマニュアルの
整備・改善（４月～）
⇒読取分類機の導入区の調整
（４月～）
⇒読取分類機の導入拡大に向
けた調整（７～12月）

⇒補欠選挙等を想定した必要
な手続き・調整事項等の確認
と準備（通年）

１ （施策） 公正かつ円滑な選挙執行

【主な事業・取組】 【内容】
・共通投票所の試行導入に向
けた着実な準備

・期日前投票所の利便性の向
上及び混雑対策

・誰もが投票しやすい環境づ
くりへの取組の推進

⇒試行区の決定（６月）
⇒本番を模した形での運用の
シミュレーションの実施、及
び事前検証（～10月）

⇒期日前投票所の増設の検
討・調整、及び駅前や商業施
設等、より利便性の高い施設
への見直しの検討（通年）
⇒投票日前日の対応能力の強
化などの検討（４月～）
⇒リアルタイムで混雑状況を
配信するシステムの全区展開
（７月～）
⇒分散投票の周知（10月～）

⇒より行きやすい投票所や、
バリアフリーや空調設備の
整った施設への見直しの検討
及び実施 （通年）
⇒不在者投票指定施設の増に
向けた調整（通年）
⇒高齢者、障害者対応マニュ
アルの徹底（通年）

２ （施策） 投票しやすい環境づくり
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【参考】主な事業・取組

【主な事業・取組】 【内容】
・統一地方選挙に向けた効果
的な広報・啓発

・主権者教育の推進及び幅広
い世代への啓発

・「横浜グリーンエクスポ」
の機運醸成と連動した広報・
啓発

⇒投票率向上に向けた効果的
な広報・啓発方法の検討（５
月～）

⇒教育委員会との連携により
模擬選挙や出前授業を実施
（通年）
⇒制度の周知や運用改善に関
する意見を聴取し、取組の参
考として活用（通年）
⇒若者選挙啓発団体や明るい
選挙推進協議会と連携し、地
域に出向いて、幅広い世代を
対象に、選挙への関心を喚起
する啓発活動を実施（10月～
３月）

⇒各種イベント等と合わせた
「横浜グリーンエクスポ」の
ＰＲの実施（通年）

４ （施策） 効果的な広報・啓発

【主な事業・取組】 【内容】
・持続可能な投票所運営体制
の構築に向けた検討

・時代に合わせた選挙業務の
あり方の調査・研究

⇒自治会町内会など地域の負
担軽減に向けた検討（通年）
⇒職員応援のあり方の見直し
（４月～12月）

⇒選挙業務の簡素化・効率化
に向けた検討（通年）
⇒期日前投票所の無線ネット
ワーク化に向けた検討・調整
（５月～３月）
⇒電子投票を含む選挙事務の
デジタル化等について、国や
他都市の動向に関する情報収
集（通年）

３ （施策） 持続可能な選挙執行に向けた調査・研究
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【参考】主な事業・取組

【主な事業・取組】 【内容】
・市民の信頼に応える適正な
事務執行

・「チーム選挙」の総合力
アップ

⇒ 法令及びデータと事実に基
づく事務執行の推進（通年）
⇒ 選挙経費の適正化に向けた
取組等、｢歳出改革｣の推進
（通年）

⇒統計選挙係長会やTeams等、
様々な機会を活用した選挙情
報や課題・改善策の共有・検
討（４月～)
⇒各区選管職員向け研修の実
施(４～６月)
⇒職員の主体的な学びを促す
実践的な研修の充実（９月）
⇒好事例の共有や複数区が連
携した啓発活動の勧奨（通
年）

（運営） 目標達成に向けた組織運営  

★各事業の詳細は、選挙管理委員会事務局WEB「令和８年度 選挙管理委員会事務局事業計画書」をご覧ください。
（ホームページ：https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/org/senkyo/jigyoukeikaku/r8jigyoukeikaku.html ）

【主な事業・取組】 【内容】
・選挙事務のデジタル活用・
データ活用の推進

・風通しの良い職場づくりと、
働きやすい職場環境の推進

⇒生成ＡＩなどデジタル技術
による事務改善（通年）
⇒選挙に関する意識調査など
の分析・活用（通年）
⇒投票データや地図データな
どの分析・活用（通年）

⇒打合せの場や Teams 等、
様々な機会を活用した積極的
な情報共有（通年）
⇒時宜をとらえた情報共有や
議論の実施（通年）
⇒局内全体での応援体制の構
築や、計画的かつ効率的な業
務遂行による超過勤務の縮減
（通年）
⇒年次休暇・夏季休暇の年間 
15 日間以上の取得、及び連続
休暇の計画的な取得（通年）
⇒フレックスタイム制度の積
極的な活用（通年）
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